
１． 経緯 ３． 海上輸送費変動率

昨今の原油価格の急激な変動が海上輸送単価に与える影響が懸念されるため、対応につき検討する ２．の燃料費変動率（２９６％）をもとに、平成１６年度第４四半期の海上輸送価格を１００とした場合の

必要性が生じている ２０年度第２四半期の海上輸送費変動率を試算

第１３回離島対策等検討会
＊１

において、以下の対応を承認済
　*１　平成２０年６月１０日開催

基本的考え方

燃料費変動に対し、便乗値上げを排除しつつ柔軟な対応を実施 結果、海上輸送費変動率は１３９．２％　となった

　　・燃料費変動が海上輸送費に及ぼす影響を分析し

　　  本事業が承認できる妥当な範囲の判断基準を四半期毎に設定

　　・想定外の大きな変動がある場合は、四半期中でも再度対応策を検討

計算式

海上輸送費は燃料費とそれ以外のコストで成り立っているため、燃料費の変動分のみを

反映させた計算式（右参照）にて、海上輸送費変動率を求める

運用方法

当部内規にて対応方法を規定
＊２

のうえ、変更申請および要請書に対応
＊２　平成２０年６月１３日規定済

２． 燃料費変動率 ４．センター対応方針

離島からの使用済自動車輸送用船舶の主たる燃料であるＣ重油価格について、 上記３．試算結果を踏まえ、当部内規にて対応方法を規定のうえ、

燃料費高騰が始まる直前の平成１６年度第４四半期を価格基準とし、 ２１年度要請書および２０年度第３四半期変更申請に対応

その後の価格変動幅を比較調査した

結果は、以下の通り なお、第３四半期の原油価格値下がり動向が海上輸送費に与えた影響を分析し

来年１月に離島対策等検討会委員に報告

５． 今後のスケジュール

引き続き、四半期毎に輸送単価に対する影響を分析し、結果および内規に基づく当部の対応を

離島対策等検討会委員へ報告

燃料費変動に伴う海上輸送単価への対応について 資料５

燃料種類 項目
１６年度

（第４四半期）
１７年度

（〃）
１８年度

（〃）
１９年度

（〃）
２０年度

（第２四半期）

 燃料費（円／ＫＬ） ３０，８００   ４７，８００   ４８，９００   ６７，５００   ９１，０５０

 対基準額　（増減） 　 ＋１７，０００ ＋１８，１００ ＋３６，７００ ＋６０，２５０

 対基準額　（倍）    　 　　１．５５ 　　　　１．５９ 　　　　２．１９ 　　　　２．９６

 燃料費（円／ＫＬ） ４０，９００ ５７，８００ ５８，４００ ７７，５５０ １０７，７００

 対基準額　（増減） 　 ＋１６，９００ ＋１７，５００ ＋３６，６５０ ＋６６，８００

 　　〃　　　（倍）    　　 　１．４１ 　　　　１．４２ 　　　　１．８９ 　　　　２．６３
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内容 平成２１年度

検討会にて対応方針を報告　　　 　　　　　　 　　　●検討会

検討会委員に報告（第３四半期分析結果） ●

第１四半期申請分から、方針に則り対応 　　　　　　　 ●対応開始

平成２１年度対応方針
　
　 策定準備

　　●
検討会にて報告

第３四半期 第４　　　〃

１００

＝＋　　　　２０％　　　　× ２９６％８０％ １３９.２％
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（対１６年度第４四半期）
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